
【様式１】

削除 16① 16①  －  －
本条項に規定している事務・権限は地方整備局長へ委任されていない
ため。

個表番号： 1-① 法令名： 広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（H19法52）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

 都市計画の決定等の提案を受けること  自治  －

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

削除 19 2Ⅸ  －  －
本条項に規定している事務・権限は地方整備局長へ委任されていない
ため。

 都市計画の案を作成し、都道府県都市計画審議会
 に付議すること

 自治  －

都市鉄道等利便増進法（H17法41）

修正等の理由等
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 1-② 法令名：

修正等
の内容

条項 事務内容
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【様式１】

挿入 7① 規則33 規則33 － 同法施行規則33条において地方整備局長へ委任しているため。

個表番号： 2-○ 法令名：
津波防災地域づくりに関する法律（H23法123）
※平成23年12月26日に施行されたため、個表を追加

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

基礎調査のための土地の立入り等 自治 －
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【様式１】

修正 32⑤⑥⑧ 規則82① ― ―

挿入 32⑥ 規則82① ― ―

挿入 32⑧ 規則82① ― ―

修正
〈32⑤⑥
⑧〉

規則82① ― ―

挿入 <32⑥> 規則82① ― ―

挿入 <32⑧> 規則82① ― ―

修正 〈32⑥⑧〉 規則82① ― ―

挿入 <32⑧> 規則82① ― ―

修正 〈32⑥⑧〉 規則82① ― ―

挿入 <32⑧> 規則82① ― ―

水域保安規程に相当する規程にかかる港湾施設保
安評価書の交付（特定港湾管理者が管理する国際
水域施設以外の国際水域施設の管理者）※41②に
おいて準用する40④において準用
水域保安規程に相当する規程の軽微な変更の届
出 等（特定港湾管理者が管理する国際水域施設以
外の国際水域施設の管理者）※41②において準用
する40④において準用

― ―

―

― ―

―

― ―
水域保安規程の軽微な変更の届出 等（特定港湾管
理者）※40④において準用

水域保安規程にかかる港湾施設保安評価書の交
付（特定港湾管理者）※40④において準用

―

埠頭保安規程の承認等（重要国際埠頭施設の管理
者等）（＊１）

埠頭保安規程の軽微な変更の届出（重要国際埠頭
施設の管理者等）（＊１）

埠頭保安規程の承認等（重要国際埠頭施設以外の
国際埠頭施設の管理者）（＊２）※33②において準
用

埠頭保安規程の軽微な変更の届出（重要国際埠頭
施設以外の国際埠頭施設の管理者）（＊２）※33②
において準用

― ―

―

埠頭保安規程にかかる港湾施設保安評価書の交
付（重要国際埠頭施設以外の国際埠頭施設の管理
者）（＊２）※33②において準用

― ―

―

― ―

埠頭保安規程にかかる港湾施設保安評価書の交
付（重要国際埠頭施設の管理者等）（＊１）

― ―

―

個表番号： 2－③ 法令名： 国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律（H16法31）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

各項に規定されている事務について、個別に検討することが適当である
ため。

各項に規定されている事務について、個別に検討することが適当である
ため。

各項に規定されている事務について、個別に検討することが適当である
ため。

各項に規定されている事務について、個別に検討することが適当である
ため。

修正等の理由等
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【様式１】

事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正
4①③④
～⑨

規則33① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第3項本文の規定は。同項ただし書きにおいて、流
域水害対策計画に係る河川管理者が国土交通大
臣である場合は除外されているため。

修正 5①② 規則33① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第2項の規定は、国土交通大臣の事務・権限に関
する規定ではないため。

修正 6① ～③ 規則33① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第2項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

雨水貯留浸透施設の整備等

同種事務を都道府県が行う場合

２級河川
修正等の理由等国の関与

（メルクマール）

流域水害対策計画の策定等

流域水害対策計画の実施等

指定区間内の１級河川

個表番号： ２－⑤ 法令名： 特定都市河川浸水被害対策法（H15法77）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保
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【様式１】

削除 37 37  －  －
本条項に規定している事務・権限は地方整備局長へ委任されていない
ため。

個表番号：
2-⑥
（1-③）

法令名： 都市再生特別措置法（H14法22）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

 都市再生事業を行おうとする者から都市計画の決
 定等の提案を受けること

 自治  －

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

削除 115  規則136  －  －
本条項は国土交通大臣の事務ではなく国の事務であり、地方整備局長
に委任されている事務・権限ではないため。

修正 236③ 規則136 － －
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関
係法律の整備に関する法律（平成23年法律第105号）により、都道府県
施行に係る承認が削除（平成24年4月1日施行）。

修正 277① 規則136 － －

・平成24年１月１日現在の事務内容に修正。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた
めの関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第105号）により、都
道府県施行の協議同意が削除（平成24年4月1日施行）。

削除 288①②  規則136  －  －
本条項は都市計画法第５９条に基づく国土交通大臣の事務の処理の方
法について定めているものであり、新たに事務を規定しているものでは
ないため。

挿入 <128①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

挿入 <143①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

修正 <171①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

挿入 <171①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

修正 183① 規則136 ― ― 文言の適正化。

 施行規程等施行地区及び設計の概要を表示する図
書の受理
（都道府県が市町村施行の事業に係る設計概要の
認可をしたときに送付）

自治 ―

施行地区及び設計の概要を表示する図書の受理
（都道府県が事業会社が施行する防災街区整備事
業の変更の認可をしたときに送付）※172②におい
て準用

－ －

施行地区及び設計の概要を表示する図書の受理
（都道府県が事業会社の合併等について認可をし
たときに送付）※175②において準用

－ －

施行地区及び設計の概要を表示する図書の受理
（都道府県が土地所有者等が施行する防災街区整
備事業の変更の認可をしたときに送付）※129②に
おいて準用

－ －

施行地区及び設計の概要を表示する図書の受理
（都道府県が組合が施行する防災街区整備事業の
変更の認可をしたときに送付）※157②において準
用

－ －

管理規約の認可（機構施行事業を除く）及び都道府
県施行に関する協議同意
 （都道府県が設立した地方住宅供給公社）

自治 －

 防災都市施設に係る都市計画事業の認可等  －  －

 指導又は助言（計画整備組合）  －  －

特定建築者の決定の承認（機構施行事業を除く） 自治 －

個表番号： 2-⑪ 法令名： 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（H9法49）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

7



【様式１】

個表番号： 2-⑪ 法令名： 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（H9法49）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

修正 <179①> 規則136 － － 記載の適正化。

挿入 <183①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

挿入 <183①> 規則136 － － 準用規定の記載の適正化。

修正 188① 規則136 － － 条文の規定に則した内容に修正。
施行規程等の認可及び変更の認可
（地方住宅供給公社が防災街区整備事業を施行し
ようとするとき）

自治 －

施行地区及び設計の概要を表示する図書の送付
（国土交通大臣が都道府県に防災街区整備事業の
変更の認可をしたとき）※184において準用

自治 －

施行地区及び設計の概要を表示する図書の受理
（都道府県知事が市町村に防災街区整備事業の変
更の認可をしたとき）※184において準用

自治 －

地方公共団体が施行する防災街区整備事業の事
業計画の変更の認可※184①において準用

自治 －
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

削除 23  令15  ―  ―  ―  ―  ―  ―
収入の帰属先に関する規定であり、事務・権限に関
する規定ではないため。

挿入
<道路法
73①～③
>

令15 ― 自治 ― 自治 ― ―
負担金等の強制徴収等の事務について記載漏れ
があったため。

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

個表番号：

修正等
の内容 修正等の理由等補助国道 都道府県道

国の関与
（メルクマール）

 負担金収入の帰属

負担金等の強制徴収等※25において準用

2-⑫ 法令名： 電線共同溝の整備等に関する特別措置法（H7法39）

同種事務を都道府県が行う場合
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修正
3①②、4
①②

規則12 － －
条項に記載漏れがあったことに加え、「等」の表す内容が明確でないた
め。

修正 5① 規則12 － － 「等」の表す内容が明確でないため。

修正 6① 規則12 － － 「等」の表す内容が明確でないため。

修正 7① 規則12 － － 「等」の表す内容が明確でないため。

修正
〈3②、4
①②、5
①、6①〉

規則12 － － 条項に記載漏れがあったため。

修正 15①② 規則12 － － 「等」の表す内容が明確でないため。

個表番号： 2-⑭ 法令名： 大都市地域における優良宅地開発の促進に関する緊急措置法（S63法47）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

宅地開発事業計画の認定 等 － －

宅地開発事業計画の認定 等に係る意見聴取 － －

宅地開発事業計画の認定 等の通知 － －

宅地開発事業計画の変更認定 等 － －

宅地開発事業計画の変更認定に係る意見聴取等※
7②において準用

－ －

認定の取消し 等（宅地開発事業計画） － －



事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

削除 13③  令14  ―  ―  ―  ―  ―  ―
国による財政措置に関する規定であり、地方整備
局長に委任されている事務・権限ではないため。

削除
 13の4①
③

 令14  ―  ―  ―  ―  ―  ―
国による貸付に関する規定であり、地方整備局長
に委任されている事務・権限ではないため。

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

個表番号：

修正等
の内容 修正等の理由等補助国道 都道府県道

国の関与
（メルクマール）

 地方公共団体に対する財政措置

 資金の貸付（市町村）

2-⑰ 法令名： 幹線道路の沿道の整備に関する法律（Ｓ55法34）

同種事務を都道府県が行う場合
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【様式１】

修正
58①、59
⑪

規則51の
2

－ － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 59④
規則51の
2

－ － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 59⑥⑦
規則51の
2

－ － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 59⑧
規則51の
2

－ － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 59⑭
規則51の
2

－ － 条文の規定に即した内容に修正。

削除
 101の10
①③

 規則51の
2

 －  －
国による費用の補助に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

個表番号： 2-⑱ 法令名： 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（S50法67）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

施行規程等の認可等
（地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除
く。）が施行する住宅街区整備事業）

自治 －

施行規程等の縦覧
（地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除
く。）が施行する住宅街区整備事業）

自治 －

意見書又は報告の受理等
（地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除
く。）が施行する住宅街区整備事業）

－ －

意見書の内容審査、必要な修正を命ずること等
（地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除
く。）が施行する住宅街区整備事業）

自治 －

施行規程等の変更認可
（地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除
く。）が施行する住宅街区整備事業）

自治 －

 費用の補助（都心共同住宅供給事業）  自治  －
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【様式１】

削除 40①  規則22  ―  － 国土交通大臣としての権限に関する規定ではないため。

削除 40②  規則22  ―  － 国土交通大臣としての権限に関する規定ではないため。

 道路公社から国交大臣への提出書類の経由
 法定
 （7）

 －

 道路公社から国交大臣への提出書類の経由  自治  －

個表番号： 2-㉓ 法令名： 地方道路公社法（Ｓ45法82）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

修正 <19①> 規則40 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 50の8 規則40 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 55① 規則40 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 〈55①〉 規則40 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 72①④ 規則40 － － 条文の規定に即した内容に修正。

個表番号： 2-㉕ 法令名： 都市再開発法（S44法38）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

権利変換計画の認可等
（都道府県又は地方住宅供給公社に係るもの）

自治 －

・関係都道府県知事等へ図書の写しを送付すること
（51①の認可時）
・都道府県知事から図書等の送付を受けること
（市町村施行の事業計画の設計概要の認可）

自治 －

・関係都道府県知事等へ図書の写しを送付すること
（56①において準用する51①の認可時）
・都道府県知事から図書等の送付を受けること
（市町村施行の事業計画の設計概要の変更認可）
※56①において準用

自治 －

 関係都道府県知事から に図書等の送付を受けるこ
と を送付すること等（市のみが設立した地方住宅供
給公社に係る施行規程等の認可等）※58③④にお
いて準用

自治 －

都道府県知事から図書等の送付を受けること
（再開発 株式会社の市街地再開発事業施行の認
可）

自治 －
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【様式１】

挿入
23①～
③、⑤

規則59の
3①

－ －
同法施行規則第59条の3第1項において地方整備局長に委任している
ため。

削除 83
 規則59の
3①

－ －
国による費用の補助に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

削除 87
 規則59の
3①

－ －
同法施行規則第59条の3第1項第2号の規定において、委任の例外とさ
れているため。

個表番号： 2-㉖ 法令名： 都市計画法（S43法100）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

農林水産大臣への協議、経済産業大臣及び環境大
臣への意見聴取等
（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、区
域区分に関する都市計画等の決定若しくは変更に
同意しようとするとき）

自治 －

 指定都市の長との協議
 （都市計画を決定等するとき）

－ －

 地方公共団体に対する補助 － －
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【様式１】

修正 38① 省令15 省令15 － 条文の規定に即した内容に修正。

個表番号： 2-32 法令名： 近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律（S39法145）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

施行者（府県）に対し必要な措置を講ずべきことを
求めること

自治 －

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

削除 9①  令53①  －
 法定
(2)②

 －
 法定
(2)②

 －  －
本条項は、一級河川の河川管理者が国土交通
大臣であることを明らかにしているのみである
ため。

修正 12①④ 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ － 第4項は、具体的な権限に当たらないため。

修正
16の2①
③～⑥⑦

令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第2項は配慮規定であり、事務・権限に関する
規定ではないため。

挿入
〈16の2③
～⑥〉

令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ － 準用規定の記載の適正化。

修正
16の3①
③

令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第3項は、市町村長の権限に関する規定である
ため。

挿入 〈22④⑤〉 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ － 準用規定の記載の適正化。

修正
22の2①
～③⑤

令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第2項及び第3項の規定は、河川管理者である
国土交通大臣の事務・権限として地方整備局長
へ委任されているため。

修正
26① ③～
④⑤、40
①

令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第26条第3項は、具体的な権限に当たらないた
め。

修正 27①④⑤ 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ － 第4項は、具体的な権限に当たらないため。

修正等の理由等
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

 河川の管理

河川区域内の土地における土地の掘
削等の許可（特定水利使用の一部に係
るものを除く）

同種事務を都道府県が行う場合

指定区間内の１級河川 ２級河川
国の関与

（メルクマール）

洪水時等における緊急措置に係る損失
補償の協議※22の2⑥、57③、58の6
③、76②、89⑨において準用

河川台帳の調整、保管

個表番号： ２-33 法令名：

修正等
の内容

条項 事務内容

河川法（S39法167）

高規格堤防の他人の土地における原
状回復措置等

河川区域内の土地における工作物の
新築等の許可（特定水利使用の一部に
係るものを除く）

河川整備計画の制定 （変更）

市町村長が工事を施行する際の協議

河川整備計画の変更※16の2⑦におい
て準用
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【様式１】

事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正等の理由等
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

指定区間内の１級河川 ２級河川
国の関与

（メルクマール）

個表番号： ２-33 法令名：

修正等
の内容

条項 事務内容

河川法（S39法167）

修正 29①② 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ － 第2項は、二級河川に限る権限に当たるため。

挿入 32④ 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入 35①② 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入 36①⑤ 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入 40② 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

修正 44①② 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
第2項は、国土交通大臣の事務・権限に関する
規定ではないため。

削除 51  令53①  －    法定 (2)②  －    法定 (2)②  －  －
本条項は、兼用工作物であるダムについて、法
の一部の規定を適用除外にすることができるこ
とを明らかにしているのみであるため。

挿入 54② 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入 58の3② 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

公益性が著しく大きい水利使用の許可
に係る社会資本整備審議会の意見の
聴取

許可又は承認に係る関係地方公共団
体の長の意見の聴取

許可又は承認に係る関係行政機関の
長との協議

流水占用、土地占用及び土石等採取の
許可に係る都道府県知事への通知

河川保全立体区域の指定に係る関係
都道府県知事の意見の聴取

河川保全区域の指定に係る関係都道
府県知事の意見の聴取

ダム設置に係る河川の従前の機能の
維持に係る措置に関する指示（特定水
利使用の一部に係るものを除く）

 兼用工作物の維持及び操作について
 特別の定めをすること

河川の流水等について河川管理上支
障を及ぼすおそれのある行為の許可

18



【様式１】

事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正等の理由等
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

指定区間内の１級河川 ２級河川
国の関与

（メルクマール）

個表番号： ２-33 法令名：

修正等
の内容

条項 事務内容

河川法（S39法167）

挿入 63①② 令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入
89①～③
⑤⑥⑧

令53① － － － － － －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

挿入 95 令53① －
法定
(2)②

－
法定
(2)②

－ －
同法施行令第53条第1項において地方整備局
長へ委任しているため。

調査、工事等のための立入り等

他の都府県の費用の負担

河川の使用等に関する国との協議
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正 5①②④ 令9 ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―
第2項は意見提出の期限についての規定で
あり、事務・権限に関する規定ではないた
め。

修正
12①②、
14①

令9 ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―
第1項は許可申請の受理に関する規定であ
り、地方整備局長に委任されているため。

挿入 20、21 令9 ― 自治 ― 自治 ― ―
共同溝に関する負担金の徴収に係る事務に
ついて記載漏れがあったため。

削除 23  令9  ―  ―  ―  ―  ―  ―
収入の帰属先に関する規定であり、事務・権
限に関する規定ではないため。

挿入
<道路法
73>

令9 ― 自治 ― 自治 ― ―
共同溝に関する負担金の強制徴収に係る
事務について記載漏れがあったため。

個表番号： 2-34 法令名： 共同溝の整備等に関する特別措置法（S38法81）

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

補助国道 都道府県道

共同溝に関する負担金の強制徴収※25において準
用

修正等
の内容 修正等の理由等

 共同溝の占用予定者等の負担金を収入とすること

共同溝の占用の許可

関係公益事業者の意見を求めること等
（共同溝の建設について）

共同溝に関する負担金の徴収

国の関与
（メルクマール）
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
国の関与

（メルクマール）

削除 3①②④  令9  ―  ―  ―  ―
本条項は、同法及び同法施行令において地
方整備局長に委任されている道路管理者で
ある国土交通大臣の権限ではないため。

個表番号：

修正等の理由等

 共同溝整備道路の指定

2－34 法令名： 共同溝の整備等に関する特別措置法（S38法81）

同種事務を都道府県が行う場合
修正等の
内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保
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【様式１】

修正 22① 規則27 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 41① 規則27 － － 条文の規定に即した内容に修正。

個表番号： 2-35 法令名： 新住宅市街地開発法（S38法134）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

住宅供給公社（市のみが設立したものを除く。）が定
めようとする処分計画の認可等

自治 －

施行者である住宅供給公社（市のみが設立したも
のを除く。）に対する監督

自治 －
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【様式１】

修正
2の2⑦ ～
⑨

規則23Ⅰ ― ―

・平成24年1月1日の事務内容に修正。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号）により、同意な
し協議に改正（平成24年4月1日施行）。

挿入 〈2の2⑦〉 規則23Ⅰ ― ― 準用規定の記載の適正化。

挿入 2の2⑧ 規則23Ⅰ ― ― 記載の適正化。

挿入 〈2の2⑧〉 規則23Ⅰ ― ― 準用規定の記載の適正化。

修正 4①②～⑥ 規則23Ⅱ ― ―

・平成24年1月1日の事務内容に修正。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号）により、同意な
し協議又は届出に改正（平成24年4月1日施行）。

挿入 4② 規則23Ⅱ ― ―

記載の適正化。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号）により、環境大
臣への意見聴取又は通知に改正（平成24年4月1日施行）。

修正
25の3①
 ②、④～
⑦

規則23Ⅲ ― ―

・平成24年1月1日の事務内容に修正。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号）により、同意な
し協議又は届出に改正（平成24年4月1日施行）。

挿入 〈25の3①〉 規則23Ⅲ ― ― 準用規定の記載の適正化。

挿入 25の3③ 規則23Ⅲ ― ―

記載の適正化。
・なお、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37号）により、環境大
臣への意見聴取又は通知に改正（平成24年4月1日施行）。

挿入
〈25の3
③〉

規則23Ⅲ ― ― 準用規定の記載の適正化。

修正 37② 規則23Ⅳ 規則23 ― 第37条第2項と同種の権限を都道府県知事が行う規定はないため。

流域下水道管理者が策定する事業計画に係る認可
 協議等

― ―

公共下水道管理者が策定する事業計画に係る認可
 協議等

自治 ―

公共下水道管理者が策定する事業計画に係る環境
大臣への意見聴取

― ―

流域別下水道整備総合計画に係る環境大臣への協
議（一の整備局の管内に係るものに限る。）

― ―

流域別下水道整備総合計画の変更に係る環境大臣
への協議（一の整備局の管内に係るものに限る。）
※2の2⑨において準用

― ―

流域別下水道整備総合計画に係る協議、同意 等
（一の整備局の管内に係るものに限る。）

― ―

流域別下水道整備総合計画の変更に係る協議、同
意（一の整備局の管内に係るものに限る。）※2の2
⑨において準用

― ―

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

―

―

 自治
―

―

―

―
流域下水道管理者が策定する事業計画の変更に係
る認可※25の3④において準用

流域下水道管理者が策定する事業計画に係る環境
大臣への意見聴取

流域下水道管理者が策定する事業計画の変更に係
る環境大臣への意見聴取※25の3④において準用

指示（都道府県知事）

個表番号： ２-39 法令名： 下水道法（S33法79）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

 指示(l)(37
②)
―

―
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【様式１】

修正 18② 省令15 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 28① 省令15 省令15 － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 29① 省令15 省令15 29① 条文の規定に即した内容に修正。

個表番号： 2-40 法令名： 首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律（S33法98）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

施行者（都県）に対し報告等を求め、必要な勧告等
をすること

自治 －

施行者（都県）から工業団地造成事業に関する施行
計画の届出を受理すること

自治 －

施行者（都県）に対し必要な措置を講ずべきことを
求めること

自治 －
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
国の関与

（メルクマール）

修正
8① ～②
④

規則9 ― ― ― ―
第3項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

修正
 20①、20
の2

規則9 ― ― ― ―
第20条第1項は負担のルールを定めている規定で
あり、事務・権限に関する規定ではないため。

個表番号：

修正等の
内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

2－42 法令名： 高速自動車国道法（S32法79）

大臣の執
行権留保 修正等の理由等

兼用工作物の管理者と協議して管理方法を定める
こと等

国及び都道府県の負担すべき管理に要する費用等
に係る道路管理者との協議・決定等

同種事務を都道府県が行う場合
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
国の関与

（メルクマール）

修正
18①、④
～⑥

規則17Ⅳ ― ― ― ―

・平成24年1月1日現在の事務内容に修正。
・地域の自主性及び自立性を高めるための改
革の推進を図るための関係法律の整備に関す
る法律（平成23年法律第105号）により、条例委
任に関する規定を追加（平成24年4月1日施
行）。

修正
19①、
④、⑤

規則17Ⅴ ― ― ― ―

・平成24年1月1日現在の事務内容に修正。
・地域の自主性及び自立性を高めるための改
革の推進を図るための関係法律の整備に関す
る法律（平成23年法律第105号）により、条例委
任に関する規定を追加（平成24年4月1日施
行）。

修正 21①⑤ 規則17Ⅶ ― ― ― ―

地域の自主性及び自立性を高めるための改革
の推進を図るための関係法律の整備に関する
法律（平成23年法律第105号）により、条例委任
に関する規定を追加（平成24年4月1日施行）。

2-44 法令名： 道路整備特別措置法（S31法7）

修正等の
内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

個表番号：

修正等の理由等

有料道路管理者が行う道路の新設等に係る 届出受
 理許可等

有料道路管理者が行う料金の徴収の特例の 届出
 受理許可等

地方道路公社が行う一般国道等の工事の廃止の
許可等
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【様式１】

挿入 2の2 令33 － 自治 ― 条項に記載漏れがあったため。

個表番号： 2-45 法令名： 都市公園法（S31法79）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣並行権限

事務の区分
（メルクマール）

大臣並行権限
国の関与

（メルクマール）
（メルクマール）

【公園管理者としての権限】 国営公園 都道府県管理の公園

都市公園の設置 ―
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【様式１】

挿入 3⑤ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

修正 3の3 規則24 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 51の9③ 規則24 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正 55⑧ 規則24 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正

71の2
①、71の
3④⑥⑦
⑧⑪

規則24 － － 条文の規定に即した内容に修正。

修正

71の3
⑭、〈71
の3④⑥
⑦⑧⑪〉

規則24 － － 条文の規定に即した内容に修正。

挿入 <65> 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

修正 73①④ 規則24 － －
第1項は国土交通大臣の事務ではなく国の事務であり、地方整備局長
に委任されている事務・権限ではないため。

挿入 79① 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-46 法令名： 土地区画整理法（S29法119）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

都道府県知事から、土地区画整理 株式会社が土地
区画整理事業を施行する認可したとき、土地区画整
理事業についての図書の送付を受けること

－ －

土地区画整理事業を施行する場合の施行規程等
の認可等(地方住宅供給公社（市のみが設立したも
のを除く。））

自治 －

土地区画整理事業を施行すること等 － －

地方住宅供給公社（市のみが設立したものを除く。）
が土地区画整理事業を施行する必要があることを
認めること

自治 －

・都道府県が施行する土地区画整理事業の設計概
要の認可をした場合、関係市町村長に図書の写し
を送付すること 等
・都道府県知事から、市町村施行の土地区画整理
事業の認可をしたときに、当該土地区画整理事業
についての図書の送付を受けること

自治 －

土地の立入等に伴う損失の程度を証するために必
要な資料の作成 補償等

自治 －

事業施行のために必要な施設の設置のための土
地の使用

自治 －

土地区画整理事業を施行する場合の施行規程等
の変更認可等(地方住宅供給公社（市のみが設立し
たものを除く。））※71の3⑮において準用

自治 －

評価員の選任等※71で準用 － －
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【様式１】

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-46 法令名： 土地区画整理法（S29法119）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

挿入 80 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 81①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 82①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 83 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 84①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
85①③④
⑤

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
85の2①
②⑤⑥⑦

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
85の3①
④⑤⑥⑦

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
85の4①
②⑤⑥⑦

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
86①
87②③

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

土地の分割又は合併の手続 自治 －

登記所への届出 自治 －

仮換地等の指定後の従前の宅地における工事 自治 －

標識の設置等 自治 －

住宅先行建設区への換地の申出の受理等 自治 －

市街地再開発事業区への換地の申出の受理等 自治 －

関係図書の備付け等 自治 －

権利の申告の受理等 自治 －

高度利用推進区への換地の申出の受理等 自治 －

換地計画の決定 自治 －
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【様式１】

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-46 法令名： 土地区画整理法（S29法119）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

挿入
88②③④
⑤⑥⑦

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 90① 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 91② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
93①②④
⑤

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 95⑦ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 96③ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 97③ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 98①②③ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 99② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 100① 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

換地計画の縦覧等 自治 －

換地不交付 自治 －

特別の宅地を定める場合の審議会の同意の取得 自治 －

保留地を定める場合の審議会の同意の取得 自治 －

過小宅地の基準の設定 自治 －

宅地の立体化等 自治 －

仮換地の効力発生日の通知 自治 －

使用収益の停止 自治 －

換地計画の変更 自治 －

仮換地の指定等 自治 －
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【様式１】

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-46 法令名： 土地区画整理法（S29法119）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

挿入 100の2 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 102①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
106②③
④

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 107①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 108①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 109①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
110①③
④⑤⑧

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 111①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 112① 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 114③④ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

公共施設の管理の引継等 自治 －

換地処分の登記所への通知等 自治 －

仮換地に指定されない土地の管理 自治 －

仮清算金の徴収・交付 自治 －

清算金の徴収・交付等 自治 －

清算金等の相殺 自治 －

保留地等の処分 自治 －

減価補償金の交付等 自治 －

清算金の供託 自治 －

権利の放棄による損失の補償の求償等 自治 －
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【様式１】

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-46 法令名： 土地区画整理法（S29法119）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

挿入 116④⑤ 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
117の２
③④

規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 120①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 135①② 規則24 － － 同法施行規則第24条において地方整備局長へ委任しているため。

削除 118②  規則24  －  －
国による費用の負担に関する規定であり、地方整備局に委任されてい
る事務・権限ではないため。

削除 118③  規則24  －  －
国による費用の負担に関する規定であり、地方整備局に委任されてい
る事務・権限ではないため。

賃貸借契約の解除による損失の補償の求償等 自治 －

住宅先行建設区に係る勧告等 自治 －

 国土交通大臣施行の土地区画整理事業の費用負
 担

 －  －

 国交大臣の指示を受けて都道府県または市町村が
 施行する土地区画整理事業の費用の一部を負担

 －  －

公共施設管理者への負担金の請求等 自治 －

事業の施行により生じた工事の費用の負担等 自治 －
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
国の関与

（メルクマール）

修正 7⑤⑥⑧ 令39② ― ― ― ―
第8項は国土交通大臣に関する規定ではない
ため。

挿入 <７⑤⑥> 令39② ― ― ― ―
境界地における国道の維持、修繕その他の管
理に係る協議の裁定の事務について記載漏れ
があったため。

修正 19②③④ 令39② ― 自治 ― ―
第4項はみなし規定であり、事務・権限に関する
規定ではないため。

修正
19の2②
③④

令39② ― 自治 ― ―
第4項はみなし規定であり、事務・権限に関する
規定ではないため。

削除 27①  令39②  ―  ―  ―  ―

第12条本文及び第13条第３項の規定により、
国土交通大臣が指定区間外国道の新設等を
行う場合における、当該道路の道路管理者と
の関係に関する規定であり、事務・権限に関す
る規定ではないため。

削除
 50①、53
①

 令39②  ―  自治  ―  ―
負担のルールを定めている規定であり、事務・
権限に関する規定ではないため。

削除 56  令39②  ―  ―  ―  ―
国による費用の補助に関する規定であり、地方
整備局に委任されている事務・権限ではないた
め。

修正 76 令39② ―  ―自治 ― ―
都道府県も市町村から報告を受理する事務が
あるため。

削除 94②  令39②  ―  ―  ―  ―
同法施行令第39条第2項の規定において、委
任の例外とされているため。

削除 95⑤  令40②  ―
 法定
 （2）①

 ―  ―
地方整備局長に委任されていない同条第2項
に関する規定であるため。

 不用物件の譲与

2-48
（1-5）

法令名： 道路法（S27法180）

修正等の
内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

 不用物件の譲与

道路管理者からの報告の受理

修正等の理由等

路線認定の協議に係る裁定等

共用管理施設の管理の方法の協議に係る裁定

 国道の新設等に係る費用負担

 道路に関する費用の補助
 （補助の対象となる主要な道路の指定は除く。）

境界地の管理の方法の協議に係る裁定

境界地における国道の維持、修繕その他の管理に
係る協議の裁定※13⑤において準用

 道路管理者の権限の代行
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正 18①② 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 条文の規定に即した内容に修正。

修正
20①②④
⑤⑥

令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―

・第1項は兼用工作物の管理方法の協議に関する
規定であり、地方整備局長へ委任しているため。
・第4項は国土交通大臣（道路管理者）に関する規
定ではないため。
・第5項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

修正 24 、57 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―
第57条は道路管理者以外の者に関する規定であ
るため。

修正 24の3 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成23年法律第105号）により、条例委任に関す
る規定を追加（平成24年4月1日施行）。

修正 39①② 令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
第２項は徴収の方法について定めた規定であり、
事務・権限に関する規定ではないため。

修正
44の２①
～⑤⑦⑧

令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―

・第7項は負担金の徴収に関する事務であり、地方
整備局長へ委任しているため。
・第8項は所有権の帰属先に関する規定であり、事
務・権限に関する規定ではないため。

修正 45① 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成23年法律第37号）により、条例委任に関する
規定を追加（平成24年４月１日施行）。

修正 46① ～③ 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―
第２項は国土交通大臣に関する規定ではないた
め。

通行の禁止等

2-48
（1-5）

法令名： 道路法（S27法180）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

道路標識等の設置

修正等の理由等補助国道 都道府県道
国の関与

（メルクマール）

兼用工作物の管理に係る協議等

道路管理者以外の者の行う工事に係る承認等

駐車場に係る駐車料金等の表示

違法放置物件に対する措置等

国道の 路線区域決定、供用開始等に係る公示

占用料の徴収等
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

2-48
（1-5）

法令名： 道路法（S27法180）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等補助国道 都道府県道
国の関与

（メルクマール）

修正
47の2③
④

令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
第4項は手数料の算定に関する規定であり、事務・
権限に関する規定でないため。

修正 48② ～④ 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 第3項は道路管理者に関する規定ではないため。

修正
48の2①
② ～④

令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―
第3項は配慮規定であり、事務・権限に関する規定
ではないため。

削除  48の3  令39①  ―
 法定
 （2）①

 ―  自治  ―  ―

・道路等との交差の方法について定めた規定であ
り、事務・権限に関する規定ではないため。
・地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成23年法律第105号）により、条例委任に関す
る規定を追加（平成24年4月1日）。

削除 49  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ―
負担のルールを定めている規定であり、事務・権限
に関する規定ではないため。

修正 54①④ 令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
第４項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

修正
54の2①
④

令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
第４項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

修正 55①②④ 令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
第４項はみなし規定であり、事務・権限に関する規
定ではないため。

削除 64①②  令39①  ―  ―  ―  ―  ―  ―
収入の帰属先に関する規定であり、事務・権限に
関する規定ではないため。

削除 75⑤  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ― 地方公共団体に関する規定であるため。

削除 85③  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ―
負担のルールを定めている規定であり、事務・権限
に関する規定ではないため。

限度を超える車両の通行の許可に係る手数料の徴
収

兼用工作物の管理に関する費用負担に係る協議等

共用管理施設の管理に関する費用負担に係る協議
等

境界地の道路の管理に関する費用負担に係る協議
等

道路保全立体区域内の制限

 道路管理に関する費用負担

自動車専用道路の指定等

 道路等との交差の方式

 収入の帰属

 処分変更に伴う損失補償等

 道路の附属物の新設等の費用負担
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事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

2-48
（1-5）

法令名： 道路法（S27法180）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等補助国道 都道府県道
国の関与

（メルクマール）

削除 86②  令39①  ―  ―  ―  ―  ―  ―
負担金の徴収に関するルールを定めている規定で
あり、事務・権限に関する規定ではないため。

修正 91③④ 令39① ― 自治 ― 自治 ― ―
道路予定区域の行為許可に係る損失補償につい
ての協議等に関する規定であるため。

修正 <92④> 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 誤字の修正。

修正 <93> 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 誤字の修正。

修正 92①④ 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 誤字の修正。

修正 93 令39① ―
法定
（2）①

― 自治 ― ― 誤字の修正。

削除 95  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ―
負担のルールを定めている規定であり、事務・権限
に関する規定ではないため。

削除  〈75⑤〉  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ― 地方公共団体に関する規定であるため。

削除  〈95〉  令39①  ―  自治  ―  自治  ―  ―
負担のルールを定めている規定であり、事務・権限
に関する規定ではないため。

 不要物件の返還交換に係る費用負担

 道路予定区域の不要物件の返還交換に係る費用
 負担※91②において準用

 国の行う事業等に対する負担金の徴収

不 要用物件の交換等

不 要用物件の使用の申出

道路予定区域の不 要用物件の交換等
※91②において準用

道路予定区域の不 要用物件の使用の申出
※91②において準用

道路予定区域の行為許可に係る損失補償等

 道路予定区域の処分変更に伴う損失補償等
 ※91②において準用
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【様式１】

削除 17①③  規則26  －  －
事業の認定に関する処分は、法第20条で規定されており、本条項は処
分を行う主体を規定した条項であって、事務を規定したものではないた
め。

修正 20 規則26 － － 条文の規定に即した内容に修正。

削除 27⑤  規則26  －  － 本条項は、都道府県知事の事務を規定したものであるため。

挿入 32①② 規則26 － － 同法施行規則第26条において地方整備局長へ委任しているため。

削除  〈17①③〉  規則26  －  －
事業の認定に関する処分は、法138条で準用する法第20条で規定され
ており、本条項は処分を行う主体を規定した条項であって、事務を規定
したものではないため。

修正 〈20〉 規則26 － － 条文の規定に即した内容に修正。

削除  〈27⑤〉  規則26  －  － 本条項は、都道府県知事の事務を規定したものであるため。

挿入 〈32①②〉 規則26 － － 同法施行規則第26条において地方整備局長へ委任しているため。

 都道府県知事が事業の認定を拒否したとき等の事
 業の認定に関する処分※138において準用

 自治  －

権利、物件及び土砂石れきの収用等の手続の保留
の申立書の提出を受けること及び欠陥の補正等

自治 －

 権利、物件及び土砂石れきの収用等の事業の認定
 に関する処分※138において準用

 自治  －

権利、物件及び土砂石れきの収用等の事業の認定
 の要件該当性の判断※138において準用

自治 －

 都道府県知事が事業の認定を拒否したとき等の事
 業の認定に関する処分

 自治  －

手続の保留の申立書の提出を受けること及び欠陥
の補正等

自治 －

 土地収用法に基づく事業の認定に関する処分
 （起業地が１の地方整備局の管轄区域の事業等）

 自治  －

事業の認定 の要件該当性の判断 自治 －

個表番号： 2-51 法令名： 土地収用法（S26法219）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

修正
77の58①
②、77の
60

規則12 － －
第77条の60は登録内容の変更の申請についての条項であり、第77条の
58の登録事務に含むと整理していたが、正確性を期すため。

個表番号： 2-52 法令名： 建築基準法（S25法201）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

建築基準適合判定資格者の登録 － －
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【様式１】

削除  〈55の4〉  令22①Ⅰ  ―  ―
国による損失の補償に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

削除  〈55の5〉  令22①Ⅰ  ―  ―
国による損失の補償に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

削除  43の9①  令22①Ⅰ  ―  ―
国による費用の負担に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

削除
 (43の3
①)

 令22①Ⅰ  ―  ―
国による費用の負担に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

削除
 (43の4
①)

 令22①Ⅰ  ―  ―
国による費用の負担に関する規定であり、地方整備局長に委任されて
いる事務・権限ではないため。

修正
 56の5①
 ～③56の
5①～④

令22② 令22② 56の5①
港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する
法律（平成23年法律第9号）により、新規事項が追加されたため、条項を
修正した。

削除 54①
 国有財産
 法９

 国有財産
 法９

 ― 港湾法令に基づき委任されている事務ではないため。

削除  54の2①
 国有財産
 法９

 国有財産
 法９

 ― 港湾法令に基づき委任されている事務ではないため。 港湾施設の貸付け等  ―  ―

 港湾施設の貸付け等  ―  ―

報告の徴収等 自治 －

 損失の補償（開発保全航路に関する工事）
 ※43の7において準用

 開発保全航路に関する工事に伴う工事の費用の補
 償
 ※43の7において準用

 ―

 ―

 ―

 ―

 開発保全航路の開発等に係る費用の負担  ―  ―

 受益者の負担
 ※43の9②において準用

個表番号： 2-54 法令名： 港湾法（S25法218）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

 ―  ―

 ―  ―

 原因者の負担
 ※43の9②において準用

39



【様式１】

削除  5、7、8  規則29  ―  ―

挿入 5 規則29 ― ―

挿入 7 規則29 ― ―

削除 10  規則29  ―  ―
本条項は、国土交通大臣の許可を受ける者に対しての義務付けであ
り、国土交通大臣の事務・権限を規定している条項ではないため。

修正 〈5、8〉 規則29 ― ―
本条項は許可の基準を定めているのみで具体的な事務・権限はないた
め。

削除 <10>  規則29  ―  ―
本条項は、国土交通大臣の許可を受ける者に対しての義務付けであ
り、国土交通大臣の事務・権限を規定している条項ではないため。

修正
〈11①～
⑤〉

規則29 ― ― 表現の適正化のため。

修正 〈12〉 規則29 ― ― 表現の適正化のため。

個表番号： 2-55 法令名： 建設業法（S24法100）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

 建設業の許可の申請等  自治  ―

第5条は許可関連事務・権限であり、第7条は技術者関連事務・権限と
なっているので個別に整理することとし、第8条は許可の基準を定めてい
るのみで具体的な事務・権限はないことから削除。

許可申請書の受理 自治 ―

経営業務管理責任者の認定・営業所専任技術者の
認定

― ―

 登録免許税及び許可手数料  ―  ―

特定建設業者に係る建設業の許可の申請等 （特定
 建設業）※17において準用

自治 ―

 登録免許税及び許可手数料（特定建設業）※17に
 おいて準用

 ―  ―

特定建設業者に係る営業所の所在地等の変更の
届出 （特定建設業）※17において準用

自治 ―

特定建設業者に係る建設業者の廃業等の届出 （特
 定建設業）※17において準用

自治 ―
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【様式１】

個表番号： 2-55 法令名： 建設業法（S24法100）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

修正 〈13〉 規則29 ― ― 表現の適正化のため。

修正 15 規則29 ― ―
本条項は、営業所の専任技術者の認定に関する国土交通大臣の事務・
権限を規定している条項であるため。

削除  27の30  規則29  ―  ―
本条項は経営規模評価の申請及び総合評定値の請求をしようとする者
に対しての義務付けであり、国土交通大臣の事務・権限を規定している
条項ではないため。

修正 41①②③ 規則29 規則29 41①

挿入 41②③ 規則29 規則29 ―

特定建設業者に係る提出書類の閲覧 （特定建設
 業）※17において準用

自治 ―

 特定建設業の許可特定建設業許可における営業
所の専任技術者の認定

― ―

 経営規模等評価申請者の手数料の納付  ―  ―

建設業を営む者及び建設業者団体に対する指導、
助言及び勧告

自治 ―
第41条第1項は建設業を営む者及び、建設業者団体に対する事務・権
限であり、第41条第2項及び第3項は特に建設業の許可に関連した事
務・権限であるため個別に検討することとしたため。

立替払等の勧告 自治 ―
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【様式１】

修正 47① 規則17 － －
同法施行規則第17条において、①②以外にも地方整備局長に委任され
ていない規定があるため。

都道府県知事の職権に属する事項（埋立免許）に
関する認可
（①50haを超える埋め立て及び②2以上の地方整備
局の管轄区域にわたる埋立て等を除く。）

－ －

公有水面埋立法（Ｔ10法57）

修正等の理由等
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

個表番号： 2-58 法令名：

修正等
の内容

条項 事務内容
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【様式１】

修正 11の2①
職権省令
Ⅲ

－ 6③、11の2 第2項は、国土交通大臣の事務・権限に関する規定ではないため。

個表番号： 2－60 法令名： 砂防法（M30法79）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

砂防設備台帳の調整、保管※6③による施行  法定（2）② －

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）
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【様式１】

挿入
48②Ⅰ、
③Ⅱ

令12① － － 同法施行令第12条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
48②Ⅱ、
③Ⅲ

令12① － － 同法施行令第12条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入
49⑤Ⅰ、
⑥

令12① － － 同法施行令第12条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 54⑨ 令12① － － 同法施行令第12条において地方整備局長へ委任しているため。

挿入 56②③ 令12① － － 同法施行令第12条において地方整備局長へ委任しているため。

個表番号： 3-○ 法令名：
東日本大震災復興特別区域法（Ｈ23法122）
※平成23年12月26日に施行されたため、個表を追加

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

被災関連市町村等が復興整備計画に住宅地区改
良事業に関する事項を記載しようとするときにおい
て、協議を受けること。

自治 －

協議を受け、同意すること
（復興整備計画に記載する国土交通省が行う地籍
調査に関する事項の記載）

－ －

協議を受け、同意すること
（市町村又は市町村及び都道府県による復興整備
計画への都市計画法第五十九条第一項及び第二
項の国土交通通大臣の認可に関する事項の記載）

自治 －

協議を受け、同意すること
（市町村及び都道県による復興整備計画への都市
計画区域に関する事項の記載）

－ －

協議を受け、同意すること
（市町村及び都道県による復興整備計画への都市
計画法第十八条第三項に規定する都市計画に関
する事項の記載）

自治 －

44



事務区分
（メルクマール）

大臣並行権限
事務区分

（メルクマール）
大臣並行権限

修正 32③ 規則26① ― ― ― ― 条文の規定に即した内容に修正。

修正 10①～④ 規則26③ ―
法定
（2）①

― 自治 ― ―

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（平成23年法律第105号）により、条例委任に関す
る規定を追加（平成24年4月1日施行）。

3-④ 法令名： 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（Ｈ18法91）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

個表番号：

修正等の理由等
国の関与

（メルクマール）

道路管理者の基準適合義務等

【道路管理者及び公園管理者としての権限】 県道・県管理公園補助国道

国道 等に係る道路特定事業の同意
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【様式１】

修正

22①②
 〈漁業法
 39⑦～
 ⑮〉

令14① － 6②

挿入
22②〈漁
業法39⑦
～⑮〉

令14① － 6②

個表番号： ３－⑰ 法令名： 海岸法（Ｓ31法101）

修正等
の内容

条項 事務内容
出先機関
の長への
委任根拠

大臣の執
行権留保

同種事務を都道府県が行う場合

修正等の理由等事務の区分
大臣の並行権限

の行使

国の関与

（メルクマール） （メルクマール）

　漁業権の取消等とこれに伴う当該漁業権者に対する損失補償は異な
る事務であるため。

漁業権の取消等 及び当該漁業権者に対する損失
 補償（＊）※22③において準用

法定 －

漁業権の取消等によって生じた当該漁業権者に対
する損失補償（＊）※22③において準用

法定 －
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